
衛⽣管理 ⽬指 �

労働者 保護 ⾜ �
 戦前 繊維業 ⼥⼯ 過酷 労働
結核 侵 状況 背景 、1911年
25 条 ⼯場法 制定
。⼊職年齢 最低12歳、15歳未満 者
⼥⼦ 労働時間 最⻑12時間 定
。戦後占領下 ⺠主化 、
1947年 労働基準法 制定
。施⾏時 ⼯場法 廃⽌ 。
1972年 労働基準法 第5章（安全及 衛
⽣） 14 条 削除 、123 条 労働安
全衛⽣法 制定 。施⾏後 労働災害 死亡者数 激減 （右上図）。�

報告�
 英国 、1802年制定 ⼯場法 築 法体系 労働災害 防⽌ 限界
、1972年 労働安全衛⽣ 関 委員会報告（ 報告） 雇⽤省 提出 。
細分化 法令 ⾏政組織 、事業者 労働者 ⾃主対応型 法令 監督業務
有効 求 。1974年 労働安全衛⽣法 制定 、安全衛⽣庁 発⾜
。1996年 安全衛⽣庁 基 労働安全衛⽣ （OSHMS）
作成 。2001年 国際労働機関（ILO） OSHMS （ILO-OSH2001）
発表 。労働者 意⾒ 必 反映 明記 。�

労働者 参加�
 ⽇本 1999年 OSHMS 関 指針 告⽰ 。 現在 安全衛⽣ 法体系
、労働者 主体性 育 ⼗分 考 。法体系 ⾏政 事業者 協⼒
体制 基本 。 中 衛⽣活動 、事業者 諮問機関 役割
与 安全衛⽣委員会 、労働者 ⾃ 労働災害 防⽌ 快適 職場 形成 提案
場 考 。監督機関 指導 受⾝ 活動 、事業者 労働者 合同
主体的 働 職場環境 作 上 望 。 法体系 ⾒直
主体的活動 ⼈材育成 必要 思 。��

参加型職場環境改善�
 労働者参加型 職場環境改善 不調 予防 有効 。 効果
職場 準備段階 ⼀致 。

準備状態 測定結果（ 0
3）、 1 相互認識（職場 居
場所感 ）、 2 相互理解（職場 ⼀
体感 、上司 部下 提案 勧奨
）、 3 尊重 成⻑（職場 意⾒ 尊重
、上司 部下 利益 配慮

） 準備段階 改善活動 展開
関連 、普段 職場 受容度 上司

⾼ 有効 改善活動
⽰ （右下図）。�
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労働災害による死亡者数（労働災害発生状況 厚生労働省 ）
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メンバーが職場をよりよくすることに前向き 
お互いに意見を言い合える

職場の基礎的な組織開発と参加型職場環境改善が有効に機能すると定
義された状態との関係（小林ら 産衛誌 2019） 


